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2017年度 
決算説明会資料① 

－2018年5月8日－ 

中期３カ年経営計画(2018～2020年度) 
～ 成 長 の 実 現 ～ 
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前半中期３カ年経営計画（2015～2017年度）の振り返り 

前半中計では「成長に向けた土台作り」として、積極的な投資を実施しながら 
中計策定時の目標指標を達成した 

中計 実績 差異 

総投資額（*1） 2,692億円 2,469億円 △222億円 

（うち、戦略投資） （450億円） （655億円） （＋205億円） 

2017年度中計 2017年度実績 

D/Eレシオ 1.0倍程度 1.0倍 
R O E 6.0％以上 7.0％ 

＜経営目標＞ 

＜投資実績（3カ年累計）＞ ＜参考指標＞ 

2015年度 
実績 

2016年度 
実績 

2017年度 
中計 

2017年度 
予想 

2017年度 
実績 

営 業 収 益 4,162億円 4,189億円 4,300億円 4,342億円 4,346億円 

営 業 利 益 377億円 379億円 370億円 389億円 385億円 

E B I T D A 737億円 730億円 720億円 748億円 748億円 
親会社株主に帰
属する当期純利益 194億円 211億円 200億円 230億円 238億円 

（*1）販売業・投融資を含む 
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2014年度実績

（単位：億円） 

＜営業収益＞ 

＜営業利益＞ 

（単位：億円） 

405,338(＋4,265) 396,860（＋6,387） 

＋105 

△1 

ホテル業で増収 

不動産賃貸業、不動産販売業で増収 

鉄道事業で増収 

ビル総合管理業、建築・土木業で増収 

ストア業で増収 

建築・土木業で増益 

ショッピングセンター事業,ストア業で減益 

不動産販売業で減益 

ホテル業で増益 

4,080 

4,346 

338 

385 

＋76 

＋74 

△65 

＋31 

＋44 

＋31 

＋15 

△6 

＋12 

△3 

営業収益・営業利益の変動要因（2017年度対2014年度） 

＋46億円 

＋266億円 

バス事業、鉄道事業で増益 
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営業利益の変動要因（2017年度対2014年度：詳細） 

セグメント 増減額 営業利益率 主な増減要因 

そ の 他 業 ＋31億円 ＋4.2P 
（4.2%→8.4%） 

・粗利益率の増加 

レ ジ ャ ー ・ 
サ ー ビ ス 業 ＋15億円 ＋1.2P 

（8.0%→9.2%） 

＜ホテル業＞ 
・インバウンド需要の取込み 
・高単価施策の推進 

運 輸 業 ＋12億円 ＋0.6P 
（9.7%→10.3%） 

＜鉄道事業＞ 
・輸送人員の増加 
＜バス事業＞ 
・燃料費等の減少 

流 通 業 △6億円 △0.5P 
（3.0%→2.5%） 

・新規出店に伴う開業費用の増加 

不 動 産 業 △1億円 △4.7P 
（25.9%→21.2%） 

・粗利益率の減少 

連 結 ＋46億円 ＋0.6P 
（8.3%→8.9%） 



4 

将来の人口減少期や大規模投資期を盤石な体制で迎えるため、 
前半中計での戦略投資の収益化による成長を実現する 

基 本 
方 針 

後半中期３カ年経営計画（2018～2020年度）の考え方 

＜①既存事業の収益力強化＞ 

営業利益率向上、事業再編 

収益力の強化（京王ライナー、ダイヤ改正等）、 
京王線（笹塚駅～仙川駅間）連続立体交差事業の推進 

販売業の推進、賃貸業の収益力向上 

既存商業施設の収益力強化、運営体制の効率化 

・鉄道事業         : 
 
・流通業              ： 

・不動産業        ： 

・事業の選択と集中   : 

重  

点 
 

施  

策 

 
 

＜②成長分野の収益基盤化＞ 
既存ホテルの収益力強化、京王プレリアホテルの開業 ・ホテル事業 

・シェア型複合ホテル 
 事業・民泊事業 
・高山エリアにおける 
 事業展開 
・海外事業(ミャンマー) 

シェア型複合ホテル10店舗体制の実現、民泊事業の収益化 

高山グリーンホテルとの連携、中央高速バスとの連携強化 

都市型ホテル、サービスアパートメントの開業 

： 

： 

： 

： 
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経営目標 

既存事業の収益力強化と進行中の投資案件の収益化により、 
ROAの構成要素である営業利益率につき10％台を目指す 

（参考指標）2020年度の見通し 

2017年度 
実績 

2018年度 
中期計画 

2019年度 
中期計画 

2020年度 
中期計画 

営 業 収 益 4,346億円 4,450億円 4,600億円 4,700億円 

営 業 利 益 385億円 395億円 430億円 480億円 

営 業 利 益 率 8.9％ 8.9% 9.4％ 10.0％ 

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 238億円 257億円 280億円 300億円 

R O A  4.1％ 4.3% ― 5.0％ 

ROE             7.6％ 
EBITDA    850億円 
D/Eレシオ     1.0倍 

（2017年度実績：7.0％） 
（2017年度実績：748億円） 
（2017年度実績：1.0倍） 
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2020年度中計

連結修正等

運輸業

その他業

流通業

レジャー・サービス業

不動産業

2017年度実績

（単位：億円） 

＜営業収益＞ 

＜営業利益＞ 

（単位：億円） 

405,338(＋4,265) 396,860（＋6,387） 

＋147 

△1 

ホテル業で増収 

ストア業、百貨店業で増収 

建築・土木業、ビル総合管理業で増収 

不動産販売業で増収 

バス事業、鉄道事業で増収 

鉄道事業で増益 

ショッピングセンター事業,百貨店業で増益 

不動産販売業で増益 

ホテル業で増益 

4,346 

4,700 

385 

480 

＋94 

＋76 

△19 

＋18 

＋35 

＋32 

＋29 

＋13 

＋20 

＋1 

営業収益・営業利益の変動要因（2020年度対2017年度） 

＋94億円 

＋353億円 
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営業利益の変動要因（2020年度対2017年度：詳細） 

セグメント 増減額 営業利益率 主な増減要因 想定リスク 

レ ジ ャ ー ・ 
サ ー ビ ス 業 ＋32億円 ＋2.8P 

（9.2%→12.0%） 

＜ホテル業＞ 
・新店開業効果 
・インバウンド需要の取込み 

・インバウンドの動向変化 

運 輸 業 ＋29億円 ＋2.1P 
（10.3%→12.4%） 

＜鉄道事業＞ 
・増収策（京王ライナー、ダイヤ 
 改正等）の実施 
・減価償却費等の減少 

・沿線人口等の動向変化 
・人材確保の困難 

流 通 業 ＋20億円 ＋1.1P 
（2.5%→3.6%） 

・新規出店、リニューアル 
・インバウンド需要の取込み 
・店舗等の運営体制効率化 

・インバウンドの動向変化 
・流通構造変化の加速 

不 動 産 業 ＋13億円 △3.1P 
（21.2%→18.1%） 

・販売業拡大による利益率変化 ・競合激化等の 
 市況の変化 

そ の 他 業 △1億円 △0.7P 
（8.4%→7.7%） 

・粗利益率の減少 ・人材確保の困難 

連 結 ＋94億円 ＋1.1P 
（8.9%→10.0%） 
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（3カ年累計） 
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（3カ年累計） 

中期計画 
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＜総投資額（※）の実績および見通し＞ 

投資の見通し 

（うち、鉄道事業投資 803） 

戦略投資 通常投資 前半中期３カ年経営計画 
(2015～2017年度) 

総額：2,692億円 

総額：2,469億円 

＜戦略投資内訳＞ 
ホテル・インバウンド 約200億円 
沿線拠点開発 約400億円 

総額：2,614億円 

後半中期３カ年経営計画 
(2018～2020年度) 

通常投資における連続立体交差事業や、戦略投資におけるホテル・インバウンド事業等、 
前半中計からの継続案件（戦略投資の約7割）を中心に進捗させる 

＜戦略投資内訳＞ 
ホテル・インバウンド 約500億円 
  （うち、既定案件 約400億円） 
沿線拠点開発 約100億円 

（※）販売業・投融資を含む 

（うち、鉄道事業投資 796） 

（うち、鉄道事業投資 623） 

（億円） 
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2021年度以降の見通し 

 
2010～2014年度 

転換と強化 

 

2015～2020年度 
【前半中計】  
成長の土台作り 

【後半中計】 
成長の実現 

2010年度 ～ 2014   2015   2016   2017   2018   2019   2020       ～ 2020年代 ～              ～ 2030年代 ～ 

従来型のビジネスモデル 
新たなビジネスモデルの展開 

ビジネスモデル 
の転換期 

新たなビジネス 
モデルの確立 

AI・IoT・技術革新 
少子高齢化・長寿命化 人口減少の本格化 

成長分野の 
収益基盤化 

既存事業の 
収益力強化 

鉄道投資 

外部環境 

ホテル 

エリア間競争の激化 

駅間）連続立体交差事業 

拠点駅の大規模再開発 
調布駅周辺開発 重

点
施
策 

大規模投資期 

2020年代 2030年代 

投資等 

物件取得 新宿駅周辺 

事業の展望等 
・営業利益率の改善に 
 よる最高利益の達成 
 
・成長分野の収益基盤化 

 
・鉄道事業収入の確保と 
 ホテル等における訪日客等の取り込み 
 

少子高齢化や働き方改革 
による輸送人員の動向変化、 
訪日客の動向変化を注視 

  
  
  

 
  

新たなビジネスとして 
利益を底支え 

・新宿駅周辺再開発等の大規模投資を確実に進捗させる 

・AI、IoTなどの技術革新による 
 新たな事業機会（既存事業への脅威） 

人口減少期への転換 

京王線（笹塚駅～仙川 



本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する
記述は、当社が現在入手している情報および合理的で
あると判断する一定の前提に基づいており、 
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性
があります。  
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